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は じ め に
本稿 はイギ リスにおける1926年ゼネス ト(このス トライキの背景および経過につ
いては明治大学社会科学研究所紀要14・15号所載の論文 「1926年ゼネス トと労使関係」
において分析した)以 後 の労使 関係を考察 した ものであ る。 こ の 分 析 を試 みた
理 由は,第 二次大戦後 の労使 関係,つ ま り現代労使 関係の基 本的構造 が,国 民
経済 の中に労働組合を どの ように包摂す るか とい う資本主義 体制の課題へ の対
応 として作 り出 され てい るとい う認識 の上に立 って,労 働組合運動への決定的
打撃 が加 え られ た このゼネス トの後において,ど の よ うな労働組合運動が試み
られ,そ れ が体 制的に どの よ うに包摂 されたかを 考察す る必要 がある と判 断 し
たか らで ある。
1「 労働争議および労働組合法」
さきに掲 げた稿に おいて考察を加えた よ うに,1926年ゼネス トが,賃金 な らび
に雇用水準維持のために政府が産業に補助金 を支 出す るか否 かを事実上 の焦点
として闘われ,政 府が この闘争 を意識的に政 治的内容に拡大 した ことを通 じて
労働組合に完全な敗北を もた らした とい う経過 は,こ の争議 の結果 を基 盤 ξし
て再 編 された ポス ト・ゼ ネス トの労使関係に,政 治的作為 に よって形づ くられ
た もの と理解 されやす い性格を与えた。またそれは事実の一側面を示 してい る。
そ の最 も鮮 明な例証であ り,か つ この段 階での労使 関係におけ る政府な らびに
使用者 の観点を最 も率直に示 した ものは,翌 年制定 された 「労働争議お よび労
働組合法」TradeDisputesandTradeUnionAct,1927である。 この法律
の制定 に先立 って,ゼ ネス ト,つ ま り同情 ス トに よる諸産業で の一斉の ス トラ
イキを非合 法 とす る問題 は,国 会 でジ ョン ・サイモ ン卿が取上 げていた し,ス
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トライキ さなか の5月11日には アス トベ リ(Astbury)判決は,海 員組合 の一支部
が本部の指示に反 してス トライキ に入 った件に関連 して,「TUC(労 働組合会
議)の 指令 した いわゆ るゼネ ラル ・ス トライキは違法であ り,こ れ を教唆 した
りこれに参加 した ものは1906年の労働争議法 に よっては保護 され ない。炭坑夫
の場合を除いては関係組合 のいずれ に も労働争議 の存在は認 め られず,ま たT
UCと 政 府の間 も労働 争議 はない」 と判決 していた(1)。ゼネス トは1906年労働
争議法 に よる民 事免責 も1875年共謀お よび財産保護法に よる刑事免責 も受け ら
れない とい う判断であ る。 この判決 はi当時 の一般的解釈には反す るもので あっ
たが(2),ゼネス トに対す る権 力者 の対応を正 しく反映 していた。法解釈 の疑義
を一切解 消 させ よ うとしたが の よ うに,立 法が急速度で行なわれた。
モヴァ ッ トの要約に従 えば,1927年法 の要点は次 の4項 で あ った(3)。
(1)同情 ス トライキお よび,直 接 または公衆 に困難を もた らす ことに よって
政府 に圧力をかけるス トライキの禁止。
(2)威嚇行為(intimidation)の禁止。
(3)労働組合員の労働党基 金へ の拠 出の契約 に よる解除(c・ntract・ut)から契
約に よる加入(contractin)への変更。
(4)公務員のTUC加 盟労組へ の加入禁止。
この法 律の内容は,ボ ール ドウィン内閣の労働組合への報復措置 としての性
格をか くそ うともしていないが,何 よ りもそ の性格を良 く あ ら わ してい る点
は,法 文 の規定が不 明確 で,解 釈次第 で どの よ うな労働組合活動 も非合法 と規
定 しうることであ る。非公法 ス トライキについて の規定は次の ように表記 され
てい る。
「次の場合に該当す るス トライキは違 法 とす る。
(1)ストライキ参 加者が従 事す る職業 または産業にかかわ る労働争議の促
進以外の 目的ない しそれ を越 え る目的を有す る場合
(2)直接 または公 衆に困難 を もた らす ことに よって政府を強制す ることを
意図 または計画 してい る場 合ω」
この法文に ある 「職 業 または産 業」 は どの範 囲なのか,「政府を強制す る」と
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は どの ような状態か,「公衆 に困難を もた らす」 とは何 を意味す るのか,こ れ
らの用語はすぺて この法律において初めて用い られ た ものであ り,し たが って
裁 判所 の判断に よって 内容規定をす るほかはなか った(5)。最高2年 間の禁 固 と
い う罰則 を持 つ法規が この よ うに暖昧な規定か ら成 り立 ってい ることは,労 働
組合 に予防拘禁 的効果 を持つはずであ り,ピ ケ ヅテ ィングについての規定 も同
様に不利益 な内容に変更 され,犯 罪 として取締 られ る可能性が高 まった ことと
あわせて,争 議行為一般に対す る禁止的効果を持つ ものであ った と言 うことが
で きる。
この よ うに不 手際 な法律 制定 が行 なわれた理 由,な い しはそれが可能であ っ
た理 由は,そ れ が1926年ゼネス トに際 して政府が とった反労働組合行為を正当
化 し,労 働組合を屈服 させた状態を強権的に維持す ることを 目的 として,す で
に力関係が明瞭 にな った段階 において行なわれたか らで あ り,法 学的には疑義
があ って も,そ れが何 を禁止 しよ うとしてい るか とい う事実 のイ メー ジはすで
に明瞭であ り,そ れ 以上 の説 明を要 しなか った ので ある。不 明確な表現は,労
働組合が行動 を起 し,そ の行動 が合法か否 かを争 うときに こそ紛議 を招 くが,
労働組合がすでに闘争能 力を喪失 してい る場合 には,社 会 的には少 しも不備 で
は なか った。事実,こ の法 律は現実問題 としてはほ とん ど発動 され る ことがな
か った のであ る(6)。
つ ま り,こ の ことは,こ の時期 の労使関係の核心 は法制的条件 にはな く,労
働組合運動 の質的転換にあ った ことを意味 している。 「ゼ ネス トの敗北 と経済
的不況 の深化に よって労働組合は守勢に追いや られたm」 とい う事情 こそが,
ゼネス ト後 の労使関係の相対的安定を作 り出 した基 本条件であ った。われわ れ




(2)「 この発 表は 多 くの法 律 家 に は驚 きを もって 迎 え られ た。 彼 らは,一 般 の人 々 と
同 様 に,.1906年労 働 争 議法 の 第5条 は,表 現が 悪 い とは い え,同 情 行 為 を含 め る よ
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う意 図 され てい る と見 倣 して いた6」Knowles,op.cit.,p.114.
(98)







片岡 鼻 「英 国労 働 法理 論 史」有 斐 閣,1956年,276頁以 下,G.D.H.Cole,AHistory
OftheLabourParty1914tRoutledge&KeganPaul,London,1948,P.193f.
参照 。
(6)「実 際 問 題 と して は,法 律 の この 条 項(非 合法 ス ト規 定)は た だ一 度 適 用 さ れた
だけ で あ り,こ の場 合 も刑 事 控訴 院 で は 裁判 所 の判 決 が くつ が え さ れ,『 ス トラ






1929年以降 の不況下で最 も多 くの ス トライキ闘争 を記録 した産業は,第1表
に見 る よ うに繊維産業 であったが,こ の産 業でのス トライキは,産 業 の文字通
りの衰退 と,そ れ に対処す る資本 の労働者階級へ の露骨 な犠牲転嫁 が,労 働者
を最後 的な闘争 に誘 った もので あ った。 「この産業 は技 術において も組織 にお
いて も異常に遅 れていた。 ランカシャrで は1900年以降に建 て られた工場 は近
代的工場 と呼ばれ てお り,機 械 も同様に古 くさい ものだ った。1930年の調査 で
は,使 われてい る織機 の42%,ミ ューノじ,リ ング紡績機 の30%が1900年以前
の製 造であ った……。銀行 は利益 のあが らない綿工業の投資にす でに深 くかか
わ って いたので,こ れ 以上 巻 きこまれ ない よ うに していた し,企 業は リソグ紡
績機や 自動織機を据 える資金がなか った。債権者 の要求に こたえ られ る金を得
るため に,工 場主は出血価格で受注 し,ス ピー ド・ア ップを した り競 って賃金
カ ッ トをす ることでつ じつ まを合わせ ようとしていたω。」女子労働者に よって
規定 された低賃金産 業で,産 業 の衰退 に よって昇進 の可能 性 も な くな った と
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*ゼ ネス トを含 まず(石 炭を除 く)**1～6月 期
Citedin:Knowles,op.cit.,p.162.
とで も,強 力な闘争 に向わ ざるを得なか った。
1931年初めに 出され た1人 当 り受持織機 台数を4台 か ら6台 以上 に引上げ る
提案 に端 を発 した この産業 に とって未 曽有の争議は,当 初は組合の抵抗に よっ
てPッ ク ・アウ トが4週 間で中止 された が,そ の後 受持台数 の増加が個別的 に
進行 し,同 年末にふたたび使用者団体か ら同 じ内容の通告が行 なわれた。翌32
年8月 の協約破棄 に ともない全産業規模 での ロック ・ア ウ トが行 なわれ,9月
末 まで強行 された。他産業か らの支援 を含めた労働組合側の闘争 に もか かわ ら
ず,結 果 としては労働強化 と賃金 カ ッ トを受け入れ ざるを得なか った。
この争議 に見 られた特徴 としては,ま ず使用者側の長期 ロック ・アウ トが主
要 な争議行為で あ った こと と,組 合員 が組 合の指示に反 して まで分厚 い ピケ ッ
ト・ライ ンを敷 いた ことが あげ られ るが,こ れ らはいずれ も争議の背景に イギ
リス綿工 業の後 退に よる不況 とそのための大量 の失業者 の存在があ った ことを
物語 ってい る。われわれに とって注 目すべ き ことは,こ の争議 の結果 と して締
結 された協約が,そ の後使用 者に よって しば しば無視 され,そ れを維持す るた
めには法 律(theCottonManufacturing(TemporaryProvisions)Act,1934)による
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強制を挨たねばな らなか った ことであ る。1932年協約 それ 自体 も労働 省の代表
が副署す る形式で締結 されていたが,そ れ さえ充 分ではな く,遂 に労働省 の勧
告で,協 約事項を政府 が追認 し,法 的強制 力を持たせ る とい う内容 の法律制定
の請願 を労使 が行な うにいた ったのである④。 この経過 に よってわれわれは,
この典 型的な衰退産業 において,自 主的 な団体交渉機構 が有効 に作用 し得 な く
な っていた ことを発見す る ことがで きる⑤。 そ して労使 関係へ の この よ うな政
府 介入は,産 業それ 自体 に対す る政府 の介入 の糸 口であ り,1936年の綿紡績産
業法(theCottonSpinningIndustryAct)による産 業再 編(そ の内容の中心は過剰設
備の買収),1938年の綿工業(再 編成)法(theC・tt・nIndustry(Re・rgan輌sati・n)
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鉄鋼 業 もまた著 しい後 退を余儀な くされた産 業であ った。 コス ト面 で競争諸
外国 と対抗で きなか った こと,競 争諸外 国が関 税を利用 してイギ リスの国内市
場に ダ ンピングを行 な った こと,生 産技 術において後進諸 国が向上を示 した こ
とな どを原因 として,1931年には イギ リスは鉄鋼輸入国に転落 し,操 業度は
1920年代を通 じて50%程度,恐 慌過程 では約30%とい う水準 に落ち込 んだので
あ るω。 産業の この よ うな後 退は,異 常 に高い失業率 とな って労働者 を襲 った
(第2表参照)。
組合員の減少 とそれ に よる財政 難を抱 えた労働組合 に対 して,1929年に使用
者は賃金 カ ッ ト(精錬工puddler賃金の トン当 り13シリング6ペ ンスから10シリング
3ペンスへの削減)と 労働時間延長(8十 時間から10時間への延長)の 提案を行な
い,も しこれが承認 され なければ従来の交渉手続 きを破棄 し,一 方的に実施す
ることを通告 した。労働 省が任命 した調停委員 の介入 に もかかわ らず,協 議の
結果 はほ とん ど使用者側条 件 と同 じであ り,「 決定が正 当な手続 きで行なわれ
たため,産 業の正常な条件 が回復 した場合 には全国協約を改訂す るとい う付帯
決議を付 して,組 合は これを受諾せ ざるを得 なか った⑧。」
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第2表 鉄鋼業の失業状態 (%)






































































160,164よ り作 成 。
この産業 に伝統的 な微温 的労使 関係のために,綿 工業 で見 られた よ うな労働
組合 の抵 抗は生 じなか ったが,内 容 的には全 く同 じよ うな労働条件の低下 に直
面 して,労 働組 合は ここでは直線的に産業保護政策 に 訴 え た。「労連(鉄 鋼労
連)の 努力は,1924年の労働党 内閣に よって設 置 された産業 と貿易 に関す る委
員会 か らは何の結論 も引 出 され なか ったため,特 に この産業 に関す る調査 とい
う形態 での政府の活動を求 める ことに向け られ てきていた(9)。」1930年に政府は
常設委 員会 の作業の一 部 と してそれを取上げたが,こ れに向けての労連の主張
は,労 連 出身の国会議 員 ウ ォーカー(J.Walker)の発 言に よれ ぽ,「公正 な条件で
製造 されていない製品がわ が国に輸 入 され ることを全面的 に 禁止す ること⑩」
であ った。鉄鋼業界は,輸 入材料 を利用す る単圧 メーカー と他部 門の メーカー
との利害 の不一致か ら,未 だ保護政策へ の統一的見解を確 立 し て いなか った
が⑪,労 働 組合は この段 階においてす でに それを待ち望んでいた。
政 府委員会 の調査は その結果 が公表 され ず,漏 洩 した内容 において も労働者
に関 してはほ とん どふれ るところが なか ったため,労 連は独 自 の 産 業 再建案
("WhatiswrongwiththeBritishIr・nandSteelIndustry～",1931)を作成 し発表
した。 その内容は8項 目か ら成 るものであるが,戦 時経験に もとついて機構を
整備す る とい う発想 に立 ってお り,後 に これが公刊 された際 の前書 きでは,国
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益の保護という観点が強調されている。要点は,商務大臣またはそれに準ずる
中立の議長を持つ12名 以内の中央機関が,国内および海外市場の双方につい



























よって資本を集中 し,産 業を独占資本主義的 に再編成 して,そ の もとで労働条
件 の維持 ・改善を達成 しよ うとす る労働組合政策 の形成に行 きついた。それは
TUCの リー ダーたちが 「モ ン ド主義」 に期待 した もの と基本 的には同 じもの
一 有力な資本 との間での権威あ る交渉 制度 の形成一 であ ったが,モ ン ド=
タ ーナー交渉が観念的な レヴ ェルでの合意(資 本の立場を代表するはずのA.モ ン
ドが資本団体の支持を得られなかったことを想起すべきである)に す ぎなか った のに
対 して,こ れ は運動 の軌跡 の中か ら生 まれた とい う特徴を持 ってお り,そ の意
味 で よ り現実的 であった。そ の現実性の地点に立 って見 るか ぎ り,問 題の焦点
は,政 府 の介入な しにはイギ リス資本主義はゼネス ト後 の労使 の団体 交渉を具
体 的に再構 成す るだけの産業基盤を作 り出し得 ない とい う点に求め られ るので
あ った。衰 退す る資本主義 の中で団体交渉を追求 した労働組合は,独 占の強化
に よるイギ リス資本 主義 の強 化を必要 と したのであ り○ これを 「ナシ 己ナル ・
イ ンタ レス ト」 と して 自らの組織的課題 とせ ざるを得なか った ので あった。
しか し,労 働組合が独 占の強 化を期待 し,必 要 とあ らぽ産業保護政策に よる
資本の救済 まで も自らの課題 として提起す る に い た った ことは,資 本に とっ
て,労 働組合を 自家薬 籠中の もの とした こととして,た だ安心 してい られ るこ
とではなか った。政府介入に よる産業 の再編成は,労 働組合 に よってナ シ ョナ
ル ・イ ンタ レス トとい う視 点か ら期待 されてい る以上,資 本が独 占形成を 自主
的に遂行 し得 ない場合には,「公 共的見地」か らの政府 の一層 の介入強化を必然
的な もの とす るわ けであ る。 つ ま り独 占強化策 としての産業保護政策は直ちに
公共政策 としての産業国有化政策に接 続す る ものだ ったのである。事実,鉄 鋼
労連 に よる産業再編案は1934年には産 業国有化案 としてTUC大 会で決議 され
るにいた ってお り,そ の内容はほ とん ど差 異が ない。労働組合 を して私的独 占
の強化か ら産 業国有化政策 に転身せ し めた ものは,鉄 鋼連盟(theBritishIron
andSteelFederation)の形成(1934年)にいた る産業再編成θへ の批判 と,そ こ
における労働組合無視に対す る反発 であ った。「1934年に,有 力な使用者連盟
の創設を もた らした使用者 の計画について,そ の討議か ら労連 が完全に排除 さ
れた ことと,労働者の利害が無視 され た ことが,組合 にTUCと 共同 して明確 な
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WeidehfeldandNicholsgn,London,1971↓p.92.




(5)「 綿 工 業 で は 自 主 的 機 関 は 存 在 し て い る が,産 業 の 経 済 的 条 件 に よ っ て 二 時 的 に
有 効 で な く な っ て い る 。 そ の た め,1934年 綿 工 業(臨 時 措 置)法 は,個 々 の 最 低 賃 金 制
を 設 け る こ と で は な く,産 業 自 体 の 機 構 を 補 強 す る こ と を 目 的 に し て い る 。」Sharp,
op◆Cl't.,p.405.{
(6)森 恒 夫 「イ ギ リ ス 資 本 主 義 」(講 座 「帝 国 主 義 の 研 究 」 第4巻)青 木 書 店,1975
年,231頁 参 照 。













⑮ 高 橋 哲 雄 氏 に よ:れば,イ ギ リ ス 鉄 鋼 独 占 の 「終 局 的 確 立 」 と し て の 鉄 鋼 連 盟 は
(105)イ ギ リスにおけ る両大戦間の労使関係の構造105
「もっば ら既存連合体 の整理統合 に よる全国的 カルテルの創出 とい う目標 に しぼ ら
れ,本 来の意図であ ったはずの低 コス ト生産へ の脱皮 とい う高次の再組織 目標は全
く消え うせて しまって いた」し,「中央機関の権限は,当 初の予定か らはいちじるし
く後退 した もの」 であ り,政 府 の介入 も 「以上の2点 について再組織計画が 自己 の
表明 した意図 と遂行 した方向を と りつつあ るの をみて とりなが ら,再 三 の警告を発




イギ リス資本主義 の両大戦 間の停滞 を作 り出 した 「旧産業」で の 労 使 関係
が,労 働組合運動に 「産業政策」へ の志 向,換 言すれ ば国家 の産業への介入を
期待 させた経過 は以上の ごとき もの であった。そ してそれは両大戦間の イギ リ
ス労使関係の基本的な構造を示す ものである と言 って よい。 しか しその結論に
到達す る前にわれわれ はいわゆ る 「新産業」での労使 関係が どの よ うな展 開を
示 したかについて観察 してお く必要が ある。 この時期 の新 しい産業は 自動 車,
レー ヨンな どに代表 され るが,こ れ らの産業は,大 恐慌か らの イギ リス経済の
回復 を支 えた とはいえ,そ の市場 は主 と して国内市場 であ り,し たが って輸出
産 業 とい う性格の強 か った旧産業の位置を とって代わ る産業 ではなか った。 イ
ギ リス資本主義 の経 済政策に与えた影響 も,旧 産業で強 まった保護主義へ の傾
斜を一層強 める ものであ ったω。 したが って新 ・旧産業 とい う対比において把
握す るよ うな,異 質 の資本蓄積構造 を持 っていたわけではないが,雇 用 もある
程度拡大 し,失 業 の影響 も比較的 に小 さか ったか ら,こ の産業 の労働組合 が こ
の時期の労働組合運動 を リー ドして,新 た な労使 関係の形成 を推進す る可能性
カミな く1まなカ・ったo
例を機械産業に とれば;た しかに全体 としては産業 の規模 は拡大 していた。
ジェファ リーズがあげ てい るセ ンサスの数値を とれば,こ の産業 に含め られる
雇用労働者数は,1924,30,35の各年 度についてそれぞれ85,600,1,073,400,
1,104,400人と漸増 してい るが,総 体 での この変化は,構 成 内容 についてみ る
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と大 きな変動を ともな っている。1907年には僅か5%程 度 であった電気関係の
機械 工が1935年には22.5%,自動車 ・航空機が同 じく7.4%から28.5%とな り,
この両部門を合わ せ ると過半を 占める よ うに なった のに対 して,造 船 ・繊 維機
械 の よ うなかつての重要部 門が著 しく凋落 し,1907年に4分 の1を 占めていた
造船 は1935年には7.4%にとどま り}繊 維機械 の場合 も3.5%程度を占めてい る
に過 ぎない(2)。就業構造 のこの ような変化に加えて,成 長業種 と衰退業種 との
間に は失業率 について も顕著な差異 が見 られ,労 働組合 の 日常的 な活動 に大 き
な影響 を与えていた。い ま電気機械,自 動車お よび造船 を取 出 して対 比すれ ば
第3表 の通 りであ る。機械産業 の中に,,全産業で最 も高い失業 率 と最 も低 い失
業 率 とが共存 していた。'、
そ して この両業種に またが って組織を持 って い た 機 械 産 業 労 働組合(the
AmalgamatedEngineeringUnion)にとって事態 を困難に した ことは,こ の組合
の基盤が新 しい業種にではな く,古い,失業 率の高い業種 にあ った ことで ある。
「AEUのPtンドン支部書記 は,1936年に ロン ドン周辺 の工業地帯で100%の
組織率 を持つ工 場を1ダ ースだけ見 出す ことは困難 だ,.と記録 してい る。労働
組合 の ことを聞いた こともな く,ぎ ちん とした基準賃率や残業手 当,週47時問
制や労働組合の承認な どを得 ていない労働 老が何万人 もいた。 フォー ドの ダー
ゲナム工場だけで も季節 に よって2万 か ら3万5,000人の従業員がい るのに,
第3表 機械産業主要業種の失業率 (%)







































































大 ロン ドン市 内には2万7,000人のAEUの 組合員 しかいなか6た(3)。」この低
い組織水 準は,こ ごに例示 された フ ォ一ー ド工場 の よ うな新 しく発展.Lつつあ る
分野 に労働組合 の組織 が及んでいないためであ る。 そ してそ の理 由は,ζ れ ら
の分野の労働者が,労 働組合が これ まで組織 して きた労働老 とは異 った階 層の
労働者であ ったためであ る。 「道具や生産方法 の変化は,新 しい階級の機械工
を作 り出 した。徒 弟に よる入職 は もはや主要 な経路 ではな く,大 半の青年がそ
れ を経ず に入職 して きた。 もはや青年 だけが入職 できるわけで もな くダ他業種
の経験 を持 つあ らゆ る年 齢 の男たちが この産業 に流れ込 んでいた6工 場や作業
場 は青年や 男たちだけの ものではな く,婦 人 も男 と並 んで現われ ていたω。」
この新 しい労働 老階層では,旧 来 の熟練労働老の よ うに,,労働 者の社会的地
位を規定す る 「職業」に 向か って技能養成 され るのではな く,企 業の職務 に対
応す るよ うに技能養成 され る。彼 らの'「熟練」 は,企 業 の管理機構 として の職
務 と合致す る ことに よって は じめて意味を持 ち,ま たそ の限 りで意味を持 つ も
ので あった。それは この産業 の労働組合が組合員の範 囲を定 め る基準 と して き
た 「職業」 とい う 「社会的評 価」 とは切離 され ていた。 この よ うな意味におい
て新職種の熟練 労働者は 「半熟練労働者」 と呼ばれ る範疇を構成す る⑤。 多 く
の場合 この分類は彼 らが作業す る工場 の機械体系 に よって具体的に示 され る。
完成 品 と材 料を与 えられ,「 これ と同 じものを作れ」 とい う指示を受けたか つ
ての熟練 労働者 の ように,技 能に も とついて用具や段取 りを 自ら決定す るので
はな く,分 業の進 んだ作業体系 の・一・L部を担 う専用機 の運転 に習熟 し,rすでに定
め られ管理 された工程に従 って作業を進め るのが これ らの新職 種の熟練 労働 者
で あ り,「機械係」(machinemen':machinists)が彼 らに与え られた通常の呼び名
であ った。 熔接工 や電気機械 工な ど,技 術 の高度化 ・装置化 と同時に成立 した
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極 的だ ⇔た ことを あげ る ことがで きる。AEUは1926年に これ らの労働者 のた
めに新 たにVお よびVaと い う組合員資格 を定め,門 戸を拡 げたが,一・一・般 組合
員 はその加盟を好 まず,1934年ま ではその部門 の組合 員 数 は 伸 び悩んでい
た(6)。しか し,組 合員にその ような態度を とらせたのは,必 ず しも彼 らの保守
性だけ ではない と言わね ばな らない。AEUが この新 職種に対 して も組合の交
渉権を及ぼそ うと していた に もかかわ らず,1921～22年の産業 全体 の規模 での
争議に よってその発言権 が全面的に拒否 された とい うことがそ の 背 景 にあ っ
た。やや時代を遡 ることになるが,そ の経過 と意味を探 ってみ よ う。
'
1921年争議の係争事項 は,賃 金削減 と,残 業の決定 と機械へ の労働 者の配置
についての労使 の権 限であ づた。後 者のいずれの問題 について も組合 は事前 の
同意 を条件 とす る ことを要求 したが,使 用者連盟は組合 の同意を必要 としない
経営者 の専権事項であ ると主張 した。 この主張は,同 じように全国的 ロック ・
ア ウ トに よって組合が全面敗 北 した際に結ばれた1898年協約での 「使用者は彼
らが適 当 と考え るものを機械(machinet・01s)につけ,そ れ らの機械を使 用す る
条 件を決定す ることに完全 な裁量権を持 つ⑦」 と規 定 されている ことをその ま
ま主張 した ものであ り,第1次 大戦中の労働組合 の発 言力の強化 を反映 した事
前 協議の発達に よって後退 した使用者のF経 営権」 の回復を意 図 した ものであ
った(8)。労働組合 は,熟 練職種の作業を行な う機械 につ く労働者 に,熟 練職種
の賃率を適用す る ことを要求 し,組 合 の 「縄張 り」 の拡大をそれ に よって達成
し ようとしていた。組合は賃金削減を受け入れ ることに よって一 たんは対決 を
回避 したが,使 用者はふたたび要求を提起 し,「この時には彼 らは係争事項 を,
組 合が 『経営機能』につ いての彼 らの権利を くつがえそ うとしてい る とい う,
全 面的な主張に拡大 していた(9)。」
1922年3月11日の使用者連盟に よるAEU組 合員 の ロ ック ・アウ トに始 まっ
た争議は,不 況 の深化に よる失業増大を反映 して組合側に決 定 的 に 不利 であ
り⑩,使 用者連盟はその経 過中にAEU以 外 の46組合に も同 じ要求を提起 し,
これ らの組合がそれを拒否す ると,直 ちにその組合員を ロヅク ・アウ トして紛
争 の規模を拡 大 した。大量 の失業組合員に加 えての ロ ック ・ア ゥ トは組合財政
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を 枯 渇 させ,1922年1月 に2,382,240ポン ドあ った組 合 基金 は,同 年5月 には
僅か32,572ポンドが残されていたのみで,組合は養老 ・疾病以外の予当の支給
停止に追込まれた。ついに7月2日 に組合員投票が行なわれ,使用者側条件の
承認 が可決 され た鋤。使 用者は迫討 ちをはか り,賃 金 カ ッ トを迫 ったが,「い く
つか の企業は この カ ッ トはや り過 ぎであ ると感 じ,バ ー トン ・オ ン ・ トレン ト
の会員 はそれを あ ま りに苛酷 で ある と考えた判 ほ どで あった。
この1922年争議で作 り出 され た労使 関係は,使 用 者の経営権掌握 の原則を
「骨 まで磨 き上 げた⑬」 といわれ,こ れに よって機械 産業 の労働組合は作業の
現場で の発言権 を全 く喪失 して しまったのであ る。その後 の組合 の凋落は組合
員の離脱 に示 され る(第4表 参照)。この機会 に使用者連盟は組 合の影響力をtf
ぐための一・層 の圧 力を加えた。 「連盟 は会員が可能なか ぎ りオ ープン ・シ ョッ
プの原則を維持す ることを1924年に決定 レ1925年に これを再確i認したa4。」明
らかに攻 撃の対象は,特 定職種を組合 員資格を持つ労働老だけに確保 しよ うと
す るこの組 合の伝 統的な政策であ った。 この よ うな状況下では,組 合活動 は非
組合員雇用 に対す る反対 闘争を第一義的課題 とせ ざるを得なか ・った で あ ろ う
し,い きおい新 業種の半 熟練労働者 の組織化 よ りは,組 合員労働 者 と非組合員
であ る半熟練 労働者 との敵対的関係が先行 したであろ うことは,容 易に想像す
る ことができ る。 もちろん新業 種の労働者を含めて産業別組合 の原則 に もとつ
いて組 合活動 の再構築を はか ることは可能であ ったろ う。 しか し,そ れはAE
Uが それ まで活動 の原則 として きた既 存の縄 張 りの拡大 とい う活動様式を一変
させ る ことを意味 してお り,防 衛的な立場 に追込 まれてい る状態 の もとでは,
敵 前での武装解 除に も通 ず ることにな ったに違いない。組合活動 が組合員 の利
益を基盤 として形成 され る以上,こ の時期 に半熱練労働者の組織化 が停滞 した
ことは,客 観 的には無策 であ った として も,主 体的条件を含めた社会的 な力学
か らすれば,や むを得な い ことであ った と言え よ う。
3
この よ うに して,1926年ゼ ネス トか らモ ン ド=タ ーナ ・ー…交 渉 へ か け ての,イ
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ギ リス労働組合の右傾化 と言われ る時期において,機 械産業 の労働組合は,'資
本 との間 に妥協的な態度を示すTUC指 導部に対す る批 判的一勢力 として活動
し,そ の限 りでは前 衛的な役割を果 したが,産 業基盤か ら遊離 させ られたそ の
組合機能は,再 軍備熱に よる好況の到来 まで回復 され る ことがなか った。つ ま
り,イ ギ リス資本主義の この時代の成長産業の労使 関係 においては,合 理化は
労働組合の活動領域を奪い取 っていたのであ り,そ こでの労働組合は,イ ギ リ
ス労使関 係の新 しい様式を作 り出す ことはで きなか った。労働組合か ら奪い取
られた領 域は,'企業 に よる労務管理 の拡充 の領域 とな って,労 使 関係の企業 内
化 が進行 した のであ る。
比較す るもののない個別 的な例であ り,経 営 の立場に立つ執筆 者に よるもの
であ るた め,多 分 に過大 な評価が ある と考 え られ るが,自 動車産業 について紹
介 されてい る一 例⑮を とりあげれば,労 使関係が,使用者 の管理機構 の強化を軸
として,労 働組合 との関係を 止揚す る企業 内的労使関係 として進化 しつつ あ っ
た ことが見 出 され る。モ リス自動車会社 のナ フィール ド工場 においては,「精力
的 な時間研究に よって」「工場 中の作業 が緊密に時間調節 されてお り」,労働 者
はす でに プ ロセス ・ワーカーに変質 していた。そ して 「ナ フィール ド卿が(元
の名の)W.R.モリス氏であ った時代に,自 分の 名をつけた この大事業を始 め
た ころ,雇 った もとの労働 者が今 で も雇われてお り,非 常に重要 な地位 につい
てい る」 とい うよ うに,企i業に帰属 した長期勤続者に よる管理体 制が出来上 っ
ていた。r従業員のほ とん どは,個 人出来高制か集団 出来高制かで 出来高給 を受
けてお り……労働 者の収入 が多いほ ど経営はそれを喜ぶか ら,も し労働 者にそ
れ相当の収 入が上 らない場 合には,直 ちに調査が行なわ れ るほ どであ る」 と言
われ るまでに,現 場管理組織 は確立 していた。賃金の他に も,ナ フ ィール ド卿
が設立 した通常株100万株を基金 とす る財団が,そ の配 当を労働者に勤続年数
に応 じて分配 し,モ リス雇用給付制度 と呼ばれ る生命保険 に代 る企業内福 利施
設 が見 られ る。 スポーッ ・クラブ,食 堂,社 内報 の ような従業員福利施設 は も
とよ り,拠 出制度に よる健康 保険のため の基 金や,貯 蓄制度 まで も設げ られて
いた。

















活動を,こ の よ うな形で全 く封 じら起ていた のであ った。





(5)山 本 潔 「日 本 労 働 市 場 の 構 造 」 東 大 出 版 会,1967年,29頁 参 照 。
(6)「 ク ラ フ ト的 視 野 で の 偏 見 は な か な か な く な ら な か っ た 。1927年 に は 執 行 委 員 会
は,支 部 の 書 記 に 対 し て,彼 ら がVお よ びVa部 門 の 組 合 員 受 け 入 れ を 拒 否 す る こ
と は 規 律 を 乱 す こ と で あ る と 指 示 す る 声 明 を 発 し て い る 。」Jefferys,oP.cit.,p.236.
⑦ArthurMarsh,IndustrialRelationsinEngii2eering,pargamonpress,
Oxford,1965,p.245.
(8)機械産 業 使 用者 連 盟(theEngineeringEmployers'Federation)の公式 史 とされ
て い るEricWigham,thePowertoManage,Macmillan,London,1973はそ の
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事情 を次 の よ うに記 して い る。「連 盟 の 報告 書 に よれ ば 『組 合 代表 は,戦 時 お よび戦
後 の 異常 な 事 態 の結 果 と して 組合 が経 営 活動 に課 す る こ とがで きた どの よ うな制 約
も,維 持 して い く決 意 で あ る こ とを 明 らか に した。』 当 然 に組 合 員 は3月11日 に ロ
ッ ク ・ア ウ トされ たo」p.120.
(g)Jefferys,op.cゴム,p.221.
⑩ 「この 争 議 は,1897年の ロッ ク ・ア ウ5の よ うな 対 等者 の 闘い で は なか った。 使





⑮ こ こで あげ る事 例 は,F.E.Gannett&B.F.Catherwooded.,Industrialand
LaborRelationsinGreatBritain,N.Y.,1939,PP.265～269に紹 介 され てい る





以上 に見た よ うに,金 本位制復帰を戦後 第一義的 な課題 としてデ フ レーシ ョ
ン政策を強行 し,こ れ に抵抗す る労働組合を1926年ゼ ネス トとい う 「国家的危
機」を冒 して屈服 させ た後 の イギ リス資本主義は,た しか に 労 使 関係の 「安
定」を回復 した。労働組合機能 は圧迫 され制限 されて,使 用者の利 益を脅かす
力は失 われた。 しか し労使 関係の安定 は,そ のま まイギ リスの資本 蓄積の回復
を生み出す ものではなか った。 「金本位制復帰後の経 過をみ る と,期 待 された
ア メ リカの物価上昇は起 こらず,他 方,イ ギ リズ産業の 「合理 化」の進捗 も思
わ しくな く,ヨ ー ロッパの通貨 の低位安定 とい う要 因 も加わ って,脆 弱な対外
経常収支はい っこ う改善 しなか った。金準備の対外 的防衛のためにr高 金利』
政策が維持 され ざるを得なか ったわ けである。それが,産 業の合理 化資金調達
に制約をあた えた こ とは もちろんであ った ろ うω。」こ うして イギ リスは好 況を
見 ない ままに1929年恐慌に突入 した。 もっとも,こ の恐慌は イギ リスに とって
は,「好 況期」 が低調で あったために,諸 外国に くらべてその深 刻 さは軽 か っ
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たが,長 期にわた る大量失業 の後 に襲 った さ らに高 い失 業率の波 は,イ ギ リス
の労働 者階級に とっそ政府 の経済政策 の破綻 を白 日の もとに さらす もの であ っ
た。
この経 済的破綻が労使関係 の破綻 と結 びつ く可能性 は,労 働運 動に この状況
に対処す る組織 的条件がなか った ことに よって,狭 め られ ていた。 グラス ゴー
や エデ ィンバ ラか ら ロン ドソまで失業者 のデモ行進 が行 なわ れてい る傍 らで,
労働党やTUCの 大会 では,市 中銀行の国有化 の是 非や 国有産業へ の組合代表
の参加 の形式 とい うよ うな,基 本的ではあ るか もしれ ないが,'当面 の事態に と
らては迂遠 な問題 が激 し く討議 され,諸 派閥 の分裂が見 られ ていた(2)。失 業問
題 とい う労働者階級 に とって の災厄は,労 働運動を それへ の対応 のために統一
させ る どころか,第2次 労働党内閣 の政策をめ ぐって,分 裂 させ る結果 しか も
た らさなか?た 。労働組 合は上述 の よ うな条件下に あ り,有 効 な闘争を組織す
る こ、とはできなか った。失 業者 自身の不 断 の闘争は,そ れを受け とめ る組 織を
見 出 し得 ないま まに,街 頭で の官憲 との衝突に解 消 していた。
しか し,労 働運動 のgの よ うな混 迷に もかかわ らず,300万に なんなん とす
る失業者(ピ ークは1933年1月の297万9,400人(UK)で,同年の被保険 労 働 者 数
1,288万5,000人の23%)の存在が資本主義体制を告発 しつ つある ことは誰 の 目に
も明 らか にな った。 と りわ け この失業 が大 きな地域 的偏差 を持 って発生 し(そ
れは新 ・旧産業での資本蓄積の歴然たる差異によるものだ った㈲),第6表 に 見 る よう
に1934年に ロン ドンで は8.6%の失業 率であ り,オ クスフ ォー ド,コ ベ ンFリ
ー地 区 も5%,バ ー ミンガムが6.4%であ るに もかかわ らず,アA'一一テ ィラ リ
(南ウェールズ炭鉱地帯)で は50%,マ ーシ ィル ・テ ィtドフ ィルでは61.9%に達
していた よ うに,著 しい格差 を示 していた ことは,状 況を複雑に した。就業者
と失業者 の生活水 準の差 異に加えて この地域格差が重な り,就 業 して いる中央
の労働者や組合役 員あ るいは労働党の国会議 員に とっては,と もす れば失業 問
題 は抽象的な 問題 にす ぎなか った。失業 者運動 は これ を具体的 な問題 にす るこ
とにおいて大 きな功績 を残 したのであ る。「1934年の飢餓行進は,彼 らの受 け
て いる困窮を,ロ ン ドンや この行 進が通 り過 ぎる町 々に住む人 々に身近な もの
(115) イギリスにおける両大戦聞の労使関係の構造.115

































































が成立 した 。 この立法 の直接 の経済的効果 はさほ ど大 きな ものではなか った㈲
が,、経済政 策に対す る批判的思想を具体化 した もの として,そ の意義は極めて
大 きか った と言わなければな らない。 その内容は中央 ス コヅ トラ ン ド,南 ヴ ェ
→ルズな どの地域への新産業の誘致を 促進す るとい う,必 ず しも積極的 とはい
えな い ものでは あったが,失 業問題を 「大量失業」・とい う量 的な把握か ら,「構
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造的失業」 とい う質 的な把握に転換せ しめ,政 策的課題 のあ り方 としては よ り
具体的な方向に進 める最初の試みで あった。 その転換の契機を失業者運動 が作
り出 した ことの中に,労 働運動の新 しい展 開が,1926年ゼ ネス トの敗北 に よっ
て,労 働組合活 動 としては抑制 され なが らも,屈 折 した形で現われた と見 るこ
とがで きる。
さしあた っての問題 と しては,労 働運動 の批判 の 目は,不 況地帯を見捨てて
資本を移動 させ る個別企業に向け られた。「1934年の初 めに ベ ヴィンは リチ ャ
ー ド・ トーマス社 が南 ウェール ズめ数工場 を買上 げて これを閉鎖 し,リ ンカー
ンシ ャーの レッ ドボー ンに新 しいス トリップ ・ミルを建設す る とい う計画を感
知 した。……ベ ヴィンは ブ リキ板年次会議で この提案 を激 し く攻撃 し,長 い折
衝 の結果 レヅ ドボ ー ン計画を放 棄 させ る成果 をあげた⑥。」この種 の企業行動へ
の批判 の頂点であ った事件 が 「虐殺 された町 ジ ャー ロウ」の事件 であ った。有
数 の不況地帯 タイ ン河 畔工業地帯に ある町 ジャー ロウは,パ ーマ ー造船所 に依
拠 していたが,そ の閉鎖 に ともない1935年には72.9%とい う破滅的な失業 率が
記録 されていた。 この町 に,特定地域法 に よる担当官の努力 もあ って(7),近代的
装置を持つ製鋼 工場 の建設 が試み られたが,鉄 鋼連盟は これを妨害 して計 画を
破綻せ しめた。連盟の主張は 」"(ン,、テ ィー両河畔 の工業地帯 の多 くの鉄鋼企
業 が近代化や拡充の計画を進めで お り,ジ ャーロウへ の新工場建設は過 剰生産
能 力を生むおそれがあ る,と い う判 断であ った⑨。連 盟の この判断それ 自体 は,
あ るいは正 しい ものであ ったか も知れ ない。 しか し,イ ギ リス産業の地位低下
を防 ぐためにはほ とん ど何 の働 きも見せ なか った連盟が,国 民の この災厄に際
して発揮 した主体性が工場設立に対す る妨害であ った とい うことは,失 業政策
に対す る批判を一挙に産業の私的運営 に対す る批判に 高めて しま った。IDAC
のひかえ 目な表現をか りて も次 の よ うな世論が形成 された ので ある。
「ジャーロウの試み の失敗に関 して産業 に向け られ たある批判は,大 きな
新 しい完全な プランを作 る とい う,経 済 的に も健全 で国家的 に も望 ま しい計
画を推進 しない とい う決定 が,… …少数の地方的企 業に よって行 なわれた と
い う確信に もとつ いて お り,さ らに一般 的に言 えば,保 護に よって大 きな恩
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恵を受け てい る産業 が,特 に窮迫 してい る地域の開発を図ろ うとす る国家的
・社会的配慮に一切重 きをおかなか った とい う確信に もとついていた よ うに
思われ る⑨。」
この ような 批判は,'ジャー ロウか ら ロン ドンへの飢餓行進や,特 定地域法に
もとつ くコ ミヅシ ョナー報告に盛 られた積極 的政 策の要 求を通 じて,た とえば
特定地域法が1937年に大幅に改正 され,2百 万 ポ ン ドの政府i基金で5年 間にわ
た って進出企 業に税 の減免を行 うよ うにな った⑩ ことに見 られ る ように,政 府
を ある程 度動か したが,そ れで もなお政府 の失業政策 は事態 の打開には遠 く及
ばなか った。労働運動 の圧力は,両 大戦間のイギ リス資本主義 の経済 政策の基
調を動 かす には余 りに も小 さか った のである。 オール ドクロフ トは この時期 の
経 済政策を 「失業問題の解決 とい う点で は,政 府 の財政お よび金融政策 は,両
大 戦間においては,沈 うつな失敗 に終 っていだ。 ……強力な地域的お よび産業
的政 策が必要 とされていたが,そ の どち らも出ては来なか った⑪」 と総括 して
い る。 そ して現われた政 策につ いては,ダ ンニ ングお よび トーマスの次 の よう
な総括 がその性格を的確に要約 してい る。「この時期 に適 用 された方策は,大 部
分が特例 的な性格の ものであ り,個 別 の問題に対処す る ものであ った。全般的
に見 て,産 業活動の全体 にわた る管理や計画は私 的主体 にゆだね られ ていた。
国が介入す る場合には選択的に,か つ ある程度躊躇 しなが ら行なわ れた⑫。」
われわれの総括 もまた これ らの指摘 と同 じことにな らざるを得 ない。われわ
れが この時期の労使 関係について基底 的な問題 とした失業 問題は,イ ギ リスの
政府に とっては第一義的な政策課題 にはな っていなか った のである。 このよ う
な意味においては,経 済政策は1926年ゼネス トで作 り出された労使の力関係を
i基礎 とす る政治構造 の中に包み込 まれ ていた と言 えるであろ う。 しか し,わ れ
われが忘れてはな らないことは,失 業 問題を第一義的 な課題 とは しない とい う
政府 の意志表示 は1926年ゼネス トに おいて 明示 されていたのであ って,失 業
問題への政府の対応が不徹底 であ った ことは 当然な ことで あった とい う点であ
る。む しろ注 目すべ き ことは,9日 間 のゼネス トとい う 「国家的危機」、を演 出
す ることに よって政府が勝ち取 った 「失業を通 じての回復」 とい う路線 が,こ
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の段階で疑惑 あるい は失望 の的にな った とい う事実であ る。失業 問題を解決す
る政策が不徹底で あ った ことが問題 なのではな く,ど の ように不徹底 な ものに
せ よ,その よ うな政策の一端 が出現 した こと,出現せ ざるを得なか った ことこそ
問題 なのである。 ナ シ ョナル ・イ ンタ レス トのあ り方 と して労働者階級がそれ
へ の従属 を余儀 な くされた不況へ の対応=失 業が,も はや ナ シ ョナル ・イ ンタ
レス トでは な く,独 占のセ クシ ョナル ・イ ンタ レス トで ある とい う認識が世論
とな った とい う決定的 な転換を,こ れは示 してい るのであ る。 ケイ ンズが 「周
到 な考 えに もとつ く失業 の激化」 と呼 んだ第1次 大戦後 の イ ギ リス経済政策
は,こ こにその政 治的基盤 の崩壊 を見 たのであ り,失 業 を不可欠 な要素 とす る
ぐ コ
国民経済の安定は,・政治的安定を犠牲にすることによってのみ追求可能な路線
となったd第2次 大戦に始まる新しい段階は,か くして 「完全雇用の達成」を
その体制の安定を賭した政策課題とせざるを得ないところとなったのである。
{1)森 恒 夫,前 掲 書,139頁以下 。
(2)労働 組 合運 動 の 中 で戦 闘 的 な運 動 方 針 を提 起 しつ づけ て い た 「少 数 派 運 動」(the
MinorityMovement)が依 拠 す る共 産 党 は,1928年以降 統 一戦 線 方 針 を変 更 し,「ブ




派 で あ っ た 独 立 労 働 党 は,第2次 マ ク ド ナ ル ド内 閣 の も と で 政 府 と 協 力 の 条 件 に つ







(5)「 特 定 地 域 法 の 施 行 に よ っ て 作 り 出 さ れ た 新 し い 仕 事 は お そ ら く5万 人 分 に 満 た
な か っ た で あ ろ う 。1935年 の1月 に は こ れ ら の 地 域 に は36万2,000人 が 失 業 者 と し
て 登 録 さ れ て い た か ら ・ こ の 政 策 は 焼 石 に 水 だ っ .た・」Aldcroft,op・cit・・P 103・
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London,1960,p.540.
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